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補　助　金

補助割合
1/2（女性・若者・シニアの方は2/3）

※若者・シニア：申請日時点でそれぞれ
　35歳未満、55歳以上の方

詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市産業活性化プラザ
（J:COMホルトホール大分2階）

〒870-0839　大分市金池南一丁目5番1号
TEL：097-576-8879　　FAX：097-544-3011
E-mail：sangyo-plaza@horutohall.jp

創業時に必要な初期費用を補助します

大分市創業者応援事業補助金

創業時に必要な事業所賃借料や改修費、法人化、販売促進に要する経費の一部を補助し
ます。

①事業所賃借料：60万円
②事業所改修費用：100万円
③法人登記等に係る経費：5万円
④販売促進に係る経費：35万円

※①～④の合計で、最大200万円

次のいずれかに該当する創業前又は創業後5年未満の中小企業者

①法人の場合、大分市内に本店を置いていること（予定含む）。
②個人事業主の場合、大分市内に主たる事業所を置き、かつ大分市民
　であること（予定含む）。
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補　助　金

対象者

対象事業

補助割合

①設備投資に対する助成
　設備投資額×6％
　機械等の賃借に係る設備投資額×25％
　（1年間）
②雇用に対する助成
　新規雇用従業員数×50万円

詳細

補助上限

申込方法

問合せ先

「指定申請書」を、新拠点での事業開始日の30日前までに提出
（詳細は、下記までお問い合わせください。）

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　企業立地担当班

TEL：097-537-7014       FAX：097-533-6117
E-mail：kisou@city.oita.oita.jp

大分市内に事業所を新設・増設・移設する企業へ助成します

企業立地促進助成金

製造業

※製造業以外の産業については、情報通信関連産業支援助成金の対象となる
　産業を除き、かつ、県、市等により造成された産業用地又は大分市産業用地
　開発支援事業の指定を受け開発された産業用地への立地に限る。

対象者が大分市内に事業所の新設、増設、移設を行う事業

※助成金の支出にあたっては、設備投資額及び雇用人数の要件があります。

①設備投資支援：新設5億円、増設・移設3億円
②雇用促進支援：1億円

※合計限度額：新設5億円、増設・移設3億円
※同一企業の支払期間の重複制限あり。詳細はお問い合わせください。
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補　助　金

対象者

対象事業

補助割合

補助上限

合計限度額2億8,000万円
（通信回線使用料は合計で2,100万円が
限度額）

※同一企業の支払期間の重複制限あり。
　詳細はお問い合わせください。

詳細

申込方法

問合せ先

「指定申請書」を、新拠点での事業開始日の30日前までに提出
（詳細は、下記までお問い合わせください。）

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　企業立地担当班

TEL：097-537-7014       FAX：097-533-6117
E-mail：kisou@city.oita.oita.jp

事業所を新設・増設・移設する情報通信関連企業へ助成します

情報通信関連産業支援助成金

A業種：ソフトウェア業、インターネット附随サービス業、
　　　　情報処理・提供サービス業、デザイン業・機械設計業

B業種：コールセンター業、BPO業　等

対象者が大分市内に情報通信関連事業所の新設、増設、移設を行う事業

※助成金交付にあたっては、雇用人数の要件があります。

①設備投資に対する助成：設備投資額×5％

②雇用に対する助成（A業種、B業種共通）
　新規雇用従業員数（正　規）× 50万円（3年間）
   新規雇用従業員数（非正規）×　3万円（3年間）
   ※対象業種Aの非正規雇用者については業務内容等によって、
　　1人当たり10万円となる場合があります。

③事業運営に対する助成
　・オフィス賃料 × 3分の1（3年間）
　・通信回線使用料（従量分）× 2分の１（3年間）
　・システムの使用料 × 5％（3年間）
　・ファイナンスリース等による物件取得費用 × 5％（3年間）
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補　助　金

対象者

対象事業

補助割合

補助上限

3億円

※同一企業の支払期間の重複制限あり。
　詳細はお問い合わせください。

詳細

申込方法

問合せ先

「指定申請書」を、新拠点での事業開始日の30日前までに提出
（詳細は、下記までお問い合わせください。）

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　企業立地担当班

TEL：097-537-7014       FAX：097-533-6117
E-mail：kisou@city.oita.oita.jp

大分市内に本社機能を移転する企業へ助成します

本社機能移転促進助成金

大分市内に事業所の新設等をする者

各企業の「調査及び企画部門」「情報処理部門」「研究開発部門」「国
際事業部門」又は「管理業務部門」のために使用される施設及び研究所
として使用される施設の新設、増設、移設を行う事業

※助成金交付にあたっては、雇用人数の要件があります。

①設備投資に対する助成：設備投資額 × 10％

②雇用に対する助成
　・新規雇用従業員数（正　規）× 60万円（3年間）
　・新規雇用従業員数（非正規）× 20万円（3年間）

③事業運営に対する助成：オフィス賃料 × 2分の1（2年間）
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補　助　金

補助割合 1/2 詳細

補助上限

対象者

対象事業

申込期間

申込方法

問合せ先

令和6年5月1日（水）～令和6年6月14日（金）
令和6年8月1日（木）～令和6年9月13日（金）
（予算上限に達し次第終了）

お問い合わせのうえ、指定された相談日に所定の書類を持参し個別相談
会に参加し、所定の申請書類を提出。
※事業計画書の内容や申請書類を基に審査会を開催し、採択企業を決定します。

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　企業立地担当班

TEL：097-537-7014       FAX：097-533-6117
E-mail：kisou@city.oita.oita.jp

中小企業者の皆様の設備投資費用を補助します

大分市中小企業者設備投資補助金

150万円

次の要件を満たす中小企業者(個人事業主を含む）

①大分市内に事業所を有すること
②創業から12月を経過していること
③市税を完納していること
④財務状況が著しく悪くないこと
⑤小規模企業者に該当しないこと
※令和3年度から令和5年度までに「大分市中小製造業設備投資事業補助金」の交付を受
けた企業者は、今年度申請できません。

大分市内に事業所を有する中小企業者が、市内に所有し、又は賃借して
使用する工場等の下記の内部設備（中古品含む）購入費用

■機械及び装置…生産事業（生産、加工）の工程上必要な製造設備、
　　　　　　　　モーター、ポンプ類等の汎用機械類、その他各種
　　　　　　　　産業用機械及び装置等（土木建設機械、大型特殊
　　　　　　　　自動車等は除く）
■建物附属設備…生産事業（生産、加工）の工程上必要な設備（動力
　　　　　　　　用電気設備、製品の洗浄用・冷却用給排水設備、加
　　　　　　　　熱用のガス設備、ボイラー設備等）、受変電設備等

＊ソフトウェアの更新や、パソコンの購入、工場の解体費、既存設備の
撤去・処分費、消費税相当額等は助成対象となりません。ただし、ソフ
トウェアの更新のうち、生産管理システムを新規に導入し、生産効率の
向上やエネルギー利用の効率化を証明できる場合は助成可
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利子補給金

補助割合 10/10 詳細

補助上限等

対象者

対象事業

申込方法

問合せ先

事前に対象事業の可否について審査するため、
融資申込前に大分市創業経営支援課へご相談ください。

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029       FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp

環境にやさしい中小企業の経営を応援します

環境配慮型設備投資利子補給金

①補助上限額　：3,000万円/年
②補助期間　　：10年間
③補助対象経費：対象事業に係る借入金に対する利子額（利率は、大分
　　　　　　　　市環境保全資金融資に係る当該年度の融資利率を上限
　　　　　　　　とする）

次の要件を満たす企業

①大分市内に工場等を設置し、引き続き1年以上事業を営んでいること
②過去10年以内に環境関連法令に基づく不利益処分を受けていないこと
③市税に滞納がないこと

大分市内に設置する工場等に、1000万円を超える投資により新たに環境
配慮型設備を設置する事業であって、次のいずれかの条件を満たすもの

①現に環境関連法令及び公害防止協定による規制基準を下回る水準で自
　主規制を行っている企業が、周辺への環境負荷を現状よりさらに低減
　させるために行うものであること
②エネルギー消費量を低減させるために行うZEB実現に寄与する設備、
　BEMS、FEMS、業務用燃料電池の導入であること

9



補　助　金

補助割合
1/2
※申請者が初めて本補助金の交付決定を
受けた年度を含む3年間に限り活用可能

詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　経営支援担当班

申請を希望される方は、右記QRコードを読み取りのうえ、
実施する取組内容を記入し、送信をお願いいたします。

県外・海外への販路開拓に向けたチャレンジを応援します!

大分市販路拡大チャレンジ補助金

①商談会・展示会等への出展
②商品・サービスの開発又は改良
③企業・商品・サービスの認知拡大又はブランディング
④ECサービスの活用
⑤海外販路拡大に向けた環境整備

※1社当たりの年間利用限度額は50万円

次の要件を満たす中小企業(個人事業主を含む）

①大分市内に事業所（法人以外の方は住所）を有すること
②大分市内で引き続き1年以上事業を営んでいること
③市税に滞納がないこと
④相談支援機関による事業計画書の作成支援を受けていること

※申請前に大分県産業創造機構やジェトロ大分などの「相談支援機関」
で事業計画書の作成支援を受けていただきます。
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補　助　金

補助割合
①補助対象経費の2/3

②補助対象経費の1/2
詳細

対象者

補助上限額

補助対象経費

申込期間

申込方法

問合せ先

【前期】　（10月末までに事業着手する事業者が対象）
エントリー期間：4月8日（月）～ 4月19日（金）※必着
エントリー多数の場合は、抽選となります。
申　請　受　付：5月27日（月）～ 6月28日（金）

【後期】
エントリー期間：8月上旬を予定

エントリー期間中に、市ホームページのオンライン申請システムを利用
し申込するか、指定のエントリーシートを商工労政課まで直接持参、ま
たは郵送（必着）にて申込する。
（詳しくは市ホームページへ）

大分市商工労働観光部　商工労政課 　商業にぎわい担当班

ＴＥＬ：097-537-7294　　FAX：097-533-9077
E-mail：shougyou@city.oita.oita.jp

小規模事業者のＤＸへの対応など販路開拓・業務効率化
にかかる費用の一部を補助します

大分市小規模事業者競争力強化支援事業補助金

大分市内に事業所を1年以上有する小規模事業者
（常時使用する従業員が20人以下の法人・個人事業主。
　ただし、卸売業・小売業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く）は
　5人以下。）
※昨年度、本補助金の交付を受けた事業者は、今年度は申請できません。

上限30万円

①ＤＸ推進枠：ソフトウェア導入費、機器導入費、Ｗｅｂ広告費、
　　　　　　　ＥＣサイト構築費
　　　　　　　（すべての項目において新規で行う取組に限る。）

②一般枠：機械装置等購入費、広報費、旅費、開発費、資料購入費、
　　　　　雑役務費、借料、専門家に係る謝金、委託・外注費
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補　助　金

補助割合

補助上限

対象者

問合せ先

大分市農林水産部　農政課　農産品流通担当班

TEL：097-537-7025　　FAX：097-534-6176
E-mail：nosei3@city.oita.oita.jp

大分市産農林水産物等を使用した商品の開発や販路拡大等を支援します

「おおいたの幸」ブランド化支援事業補助金

・研究開発支援事業：10/10

・商品化促進支援事業：1/2
※

・販売力強化支援事業：1/2

※大分市６次産業化推進品目を活用、菓子、道の駅「たのうらら」での販売を目指し
　大分市西部地区産品目を活用した商品開発を行う場合は、補助率２／３

・研究開発支援事業：10万円
・商品化促進支援事業：50万円
・販売力強化支援事業：50万円

商品を製造・開発もしくは販売する方（または、予定の方）
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補　助　金

補助割合
①補助対象経費の1/2以内

②補助対象経費の2/3以内
詳細

補助上限

対象者

申込方法

問合せ先

㈱大分まちなか倶楽部

〒870-0021　大分市府内町2丁目3番24号　前川ビル1Ｆ
TEL：097-573-7377　FAX：097-573-7378

大分市商工労働観光部　商工労政課　商業にぎわい担当班

TEL：097-537-7294      FAX：097-533-9077
E-mail：shougyou@city.oita.oita.jp

中心市街地への出店・イベント活動に対し補助します

大分市中心市街地商都復活支援事業補助金

①上限100万円、商店街団体に加入し申請する場合は上限150万円

②1の事業につき80万円
　（一の団体につき１年度当たり240万円を限度とする。）

商店街団体もしくは事業者

下記㈱大分まちなか倶楽部にて相談後、
申請書類等を作成し大分市商工労政課へ提出
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補　助　金

補助割合

補助上限

対象経費

対象者

問合せ先

補助対象事業を主催者として実施する者（補助対象事業を共催で実施す
る場合にあっては、共催者のうちいずれか一者）

大分市農林水産部　農政課　農産品流通担当班

TEL：097-537-7025　　FAX：097-534-6176
E-mail：nosei3@city.oita.oita.jp

中食・外食事業者（店舗）による大分市産農林水産物等を使用した
催事の開催を支援します

大分市産農林水産物「中食・外食」等活用促進支援
事業補助金

補助対象経費の1/2

30万円

広報費・委託費
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補　助　金

補助割合

補助上限

対象者

問合せ先

大分市農林水産部　農政課　担い手育成担当班

TEL：097-537-5628（直通）　FAX：097-534-6176
E-mail:nosei1@city.oita.oita.jp

農業に参入する企業を応援します①

企業等農業参入推進事業

補助対象経費の1/2

総事業費600万円（税抜き）

次の要件を満たす農業参入企業

①認定農業者であり、大分県に認定された農業参入企業であること。
②農業参入後、目標売上高が1億円を超える農業生産体制の構築が
　見込まれること。
③国の補助事業や助成制度での購入・整備が困難であること。
④購入・整備に要する総事業費が300万円以上であること。
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補　助　金

補助割合

補助上限

対象者

問合せ先

大分市農林水産部　生産振興課　園芸担当班

TEL：097-537-5770（直通）　FAX：097-536-0299
E-mail:seisin2@city.oita.oita.jp

農業に参入する企業を応援します②

大分市園芸振興総合対策事業

国庫活用型：最大3/4（品目、事業内容によって異なる）

県事業活用型：最大2/3（品目、事業内容によって異なる）

予算の範囲内で、補助対象事業費は、県の定める品目ごとの標準事業費
以内

市内に事業所があり、新たに農業に参入する企業
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補　助　金

補助割合 詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市農林水産部　林業水産課　林業担当班

TEL：097-537－5783       FAX：097-533-5123
E-mail：rinsui1@city.oita.oita.jp

市産材(※)を利用して公共的施設等を整備する場合に

市産材の利用量に応じた補助を行います

公共的施設市産材利用支援事業補助金

・木造化　利用量8～15㎥未満：30万円
　　　　　利用量15㎥以上：60万円

・木質化　木質化面積30～100㎡未満：15万円
　　　　　木質化面積100㎡以上：40万円

・木製品　補助対象経費の1/2以内　上限20万円

※申請は先着順で受理し、申請額が予算枠上限に達し次第終了とします。

対象施設の整備を行う者で、以下の要件をみたすもの

・大分市内の業者が施行すること。
・補助対象者が市税を滞納していないこと。
・市産材であることの表示を行うこと。
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補　助　金

補助割合 掛金の20％ 詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市商工労働観光部　商工労政課　雇用労政担当班

TEL：097－537－5964　　FAX：097-533-9077
E-mail：rousei@city.oita.oita.jp

退職金制度を設ける中小企業へ補助します

大分市中小企業退職金共済掛金補助制度

・事業所としてはじめて特定退職金共済制度に加入してから2年間

・1人あたりの補助対象月額掛金の上限は5,000円

事業所（常時雇用する従業員が100人以下。ただし、卸売業・小売業・
サービス業の場合は20人以下）として、はじめて「特定退職金共済制
度」に加入した事業主で、市内に事業所を有し、市税を完納しているも
の。
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補　助　金

補助割合 1/2（DX研修は2/3） 詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　経営支援担当班

申請を希望される方は、右記QRコードを読み取りのうえ、
実施する取組内容を記入し、送信をお願いいたします。

中小企業者の研修参加や研修開催を支援します

大分市中小企業者経営力強化促進補助金
（人材育成応援事業）

30万円（1人当たり10万円）

次の要件を満たす中小企業(個人事業主を含む）

①法人の場合は、大分市内に本社又は支社等を有しており、
　個人の場合は、大分市内に住所及び事業所を有すること
②大分市内で引き続き1年以上事業を営んでいること
③市税に滞納がないこと
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補　助　金

補助割合 1/2 詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　経営支援担当班

申請を希望される方は、右記QRコードを読み取りのうえ、
実施する取組内容を記入し、送信をお願いいたします。

中小企業者の知的財産権の出願経費を補助します

大分市中小企業者経営力強化促進補助金
（知的財産権取得促進事業）

特許権・実用新案権：20万円
意匠権・商標権：10万円

※1企業につき年度内50万円に達するまで複数回申請可

次の要件を満たす中小企業(個人事業主を含む）

①法人の場合は、大分市内に本社又は支社等を有しており、
　個人の場合は、大分市内に住所及び事業所を有すること
②大分市内で引き続き1年以上事業を営んでいること
③市税に滞納がないこと
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補　助　金

補助割合 2/3 詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　経営支援担当班

申請を希望される方は、右記QRコードを読み取りのうえ、
実施する取組内容を記入し、送信をお願いいたします。

中小企業者の事業承継やM&Aを支援します

大分市中小企業者経営力強化促進補助金
（事業承継等支援事業）

50万円

次の要件を満たす中小企業(個人事業主を含む）

①法人の場合は、大分市内に本社又は支社等を有しており、
　個人の場合は、大分市内に住所及び事業所を有すること
②大分市内で引き続き１年以上事業を営んでいること
③市税に滞納がないこと
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補　助　金

補助割合 2/3 詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　経営支援担当班

申請を希望される方は、右記QRコードを読み取りのうえ、
実施する取組内容を記入し、送信をお願いいたします。

中小企業者の事業継続計画（BCP）等の策定を支援します

大分市中小企業者等経営力強化促進事業補助金
（BCP等策定等支援事業）

30万円

○中小企業者（※一部業種を除く）
　┗個人の場合：市内に住所及び事業所があること
　┗法人の場合：市内に本社又は支社等があること。

○市内で引き続き1年以上事業を営んでいること。
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奨　励　金

補助額

5,000円（又は3,000円）×日数

※1日の職場実習実施時間が
　4時間以上の場合は5,000円
　2時間以上4時間未満の場合は3,000円

※他の補助金等を受ける場合は
　5,000円（又は3,000円）から
　当該補助金等の額を差し引いた額

詳細

補助上限

対象者

問合せ先

大分市商工労働観光部　商工労政課　雇用労政担当班

TEL：097-537-5964　FAX：097-533-9077
E-mail：rousei@city.oita.oita.jp

障がい者の職場実習を受け入れる企業に奨励金を交付します

大分市障がい者職場実習促進事業

実習日数：10日間

次の要件①②を全て満たす民間事業所

①大分市内の事業所であって障がい者の職場実習を受け入れる事業所
②障がい者雇用に意欲があるなど、障がい者の一般就労先となること
　が見込まれる事業所
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融　　資

対象者
大分市内に住所及び事業所を引き続き
1年以上有している中小企業者
（同一事業経営1年以上）

詳細

資金使途

融資限度額

融資利率

信用保証料率

融資期間

担保及び
保証人

指定金融機関

申込方法

問合せ先

指定金融機関の大分市内の本・支店へご相談ください。

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029       FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp

①小規模企業者事業資金：年1.9％
②中小企業者事業資金　：年2.1％
③　季　節　資　金　　：年1.8％（2023年度実績）

融資の面から中小企業の経営を応援します

小規模企業者事業資金・中小企業者事業資金・季節資金

①小規模企業者事業資金：運転資金、設備資金
②中小企業者事業資金　：運転資金、設備資金
③　季　節　資　金　　：運転資金

①小規模企業者事業資金：2,000万円
②中小企業者事業資金　：3,000万円
③　季　節　資　金　　：600万円

①小規模企業者事業資金：年0.5％～2.2％（市が全額補助）
②中小企業者事業資金　：年0.45％～1.9％
　　　　　　　　　　　　（市が75％～85％の範囲内で補助）
③　季　節　資　金　　：信用保証を付す、付さないは取扱金融機関
　　　　　　　　　　　　の定めるところによる

①小規模企業者事業資金：1年超10年以内（据置可能1年以内）
②中小企業者事業資金　：1年超10年以内（据置可能1年以内）
③　季　節　資　金　　：6ヵ月以内

①小規模企業者事業資金：担保は原則不要、連帯保証人は必要となる場
　　　　　　　　　　　　合がある（法人代表者以外の連帯保証人は原
　　　　　　　　　　　　則不要）
②中小企業者事業資金　：担保は必要に応じて徴する、連帯保証人は必
　　　　　　　　　　　　要となる場合がある（法人代表者以外の連帯
　　　　　　　　　　　　保証人は原則不要）
③　季　節　資　金　　：担保等が必要かどうかは取扱金融機関の定め
　　　　　　　　　　　　るところによる

・大分銀行　　　　　　・大分県信用組合　　　　・伊予銀行
・豊和銀行　　　　　　・商工中金　　　　　　　・北九州銀行
・大分信用金庫　　　　・三井住友銀行（※）　　・肥後銀行（※）
・大分みらい信用金庫　・西日本シティ銀行　　　・愛媛銀行
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※季節資金は除く
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融　　資

対象者

中小企業者及び開業予定の個人

※申込時において大分市内に居住しており、かつ
　大分市内に開業予定の者又は開業1年未満の者

詳細

資金使途

融資限度額

融資利率

信用保証料率

融資期間

担保及び
保証人

指定金融機関

申込方法

問合せ先

年1.3%
※創業支援等事業者が実施する特定創業支援等事業を受けている場合は
　1.25%（証明必要）

開業資金を融資します

開業資金

運転資金、設備資金

3,000万円
※創業支援等事業者が実施する特定創業支援等事業を受けている場合は
　3,500万円（証明必要）

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029       FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp

①創業関連保証：年1.0％（市が全額補助）
②スタートアップ創出促進保証：年1.2％（市が全額補助）

1年超7年以内（据置可能1年以内）
※創業支援等事業者が実施する特定創業支援等事業を受けている場合の融資期間は、

　1年超10年以内（証明必要）
※スタートアップ創出促進保証を利用し、一定の要件を満たす場合の据置期間は、
　3年以内

①創業関連保証を利用した場合：担保は不要、連帯保証人は必要となる
　場合がある（法人代表者以外の連帯保証人は原則不要）
②スタートアップ創出促進保証を利用した場合：担保は不要、連帯保証
　人は不要

・大分銀行　　　　　　・大分県信用組合　　　　・伊予銀行
・豊和銀行　　　　　　・商工中金　　　　　　　・北九州銀行
・大分信用金庫　　　　・三井住友銀行　　　　　・肥後銀行
・大分みらい信用金庫　・西日本シティ銀行　　　・愛媛銀行

指定金融機関の大分市内の本・支店へご相談ください。
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融　　資

対象者

新たな事業の展開（新分野展開、事業転
換、業種転換、業態転換）を通じて事業
拡大及び経営安定化を図る中小企業者

※大分市内に住所及び事業所を引き続き1年以上
　有している者
※融資申込時に事業計画書の提出が必要

詳細

資金使途

融資限度額

融資利率

信用保証料率

融資期間

担保及び
保証人

指定金融機関

申込方法

問合せ先

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029       FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp

新たな事業にチャレンジする中小企業へ融資します

新分野チャレンジ資金

運転資金、設備資金

3,000万円

年1.3%

年0.45％～1.9％（市が全額補助）

1年超10年以内（据置可能2年以内）

担保は必要に応じて徴求する、連帯保証人は必要となる場合がある（法
人代表者以外の連帯保証人は原則不要）

・大分銀行　　　　　　・大分県信用組合　　　　・伊予銀行
・豊和銀行　　　　　　・商工中金　　　　　　　・北九州銀行
・大分信用金庫　　　　・三井住友銀行　　　　　・肥後銀行
・大分みらい信用金庫　・西日本シティ銀行　　　・愛媛銀行

指定金融機関の大分市内の本・支店へご相談ください。
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融　　資

対象者

風水害、震災等の自然災害により
被害を受けた小規模企業者

※被災時において大分市内に住所及び事業所を
　有しており、かつ大分市が発行する被災証明書
　を取得している者

詳細

資金使途

融資限度額

融資利率

信用保証料率

融資期間

担保及び
保証人

指定金融機関

申込方法

問合せ先

年0.9%

自然災害により被害を受けた小規模企業者へ融資します

災害対応資金

設備資金

2,000万円
※既往債務がある場合は、その債務残高に応じて変更となる場合があります。

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029       FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp

年0.5％～2.2％（市が全額補助）

1年超10年以内（据置可能2年以内）

担保は原則不要、連帯保証人は必要となる場合がある
（法人代表者以外の連帯保証人は原則不要）

・大分銀行　　　　　　・大分県信用組合　　　　・伊予銀行
・豊和銀行　　　　　　・商工中金　　　　　　　・北九州銀行
・大分信用金庫　　　　・三井住友銀行　　　　　・肥後銀行
・大分みらい信用金庫　・西日本シティ銀行　　　・愛媛銀行

指定金融機関の大分市内の本・支店へご相談ください。
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融　　資

対象者
大分市内に工場等を引き続き1年以上
有している中小企業者及び中小企業団体
（同一事業経営1年以上）

詳細

資金使途

融資限度額

融資利率

信用保証料率

融資期間

担保及び
保証人

指定金融機関

申込方法

問合せ先

年1.9%

SDGsの目標達成に向けて環境にやさしい経営を行う
中小企業へ融資します

環境保全資金

・環境保全施設の設置・改善
・水素自動車
・ZEB実現に寄与する施設もしくは設備
・BEMS
・FEMS
・業務用燃料電池等の購入
・PCB（ポリ塩化ビフェニル）の処理及びそれに伴う機器等の更新　等

1,000万円

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029       FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp

年0.45％～1.9％（市が全額補助）

1年超10年以内（据置可能1年以内）

担保は必要に応じて徴求する、連帯保証人は必要となる場合がある（法
人代表者以外の連帯保証人は原則不要）

・大分銀行　　　・大分信用金庫　　　　　　・大分県信用組合
・豊和銀行　　　・大分みらい信用金庫

指定金融機関の大分市内の本・支店へご相談ください。
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融　　資

制度概要

申込方法 申請書等必要書類を創業経営支援課に提
出してください。

詳細

問合せ先

業況の悪化している中小企業者の支援措置として、

国が行っているセーフティネット保証制度の認定を行います

セーフティネット保証、危機関連保証の認定受付

セーフティネット保証
取引先の再生手続等の申請や事業活動の制限・災害・取引金融機関の破
綻等により経営の安定に支障を生じている中小企業者を対象として、信
用保証協会が借入債務の80％または100%を保証する制度です。

危機関連保証
東日本大震災やリーマンショック、新型コロナウイルス感染症といった
危機時に、全国・全業種（保証対象業種に限る）を対象として、信用保
証協会が借入債務の100%を保証する制度です。

※事業所の所在地を管轄する市町村長の認定が必要となります。
※セーフティネット保証の種類や危機関連保証の発動案件によって、
　対象者や認定基準が異なるため、詳しくは以下QRコードにてご確認
　ください。

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029　　FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp
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融　　資

対象者

大分市内に住所及び事業所を引き続き
1年以上有しており、セーフティネット
保証（SN保証）の認定を受けた中小企
業者

詳細

資金使途

融資限度額

融資利率

信用保証料率

融資期間

担保及び
保証人

指定金融機関

申込方法

問合せ先

【5年以内 】
  年1.5％（SN保証1～4、6号）
  年1.7％（SN保証5、7、8号）
【5年超7年以内】
  年1.6％（SN保証1～4、6号）
  年1.8％（SN保証5、7、8号）

業況の悪化等により経営に影響が生じている中小企業へ融資します

経営安定化資金 セーフティネット保証融資

運転資金、設備資金

4,000万円

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029       FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp

SN保証1～4、6号：年0.8％ 　  （市が全額補助）
SN保証5、7、8号：年0.75％    （市が80%補助）

1年超7年以内（据置可能1年以内）

担保は必要に応じて徴求する、連帯保証人は必要となる場合がある（法
人代表者以外の連帯保証人は原則不要）

・大分銀行　　　　　　・大分県信用組合　　　　・伊予銀行
・豊和銀行　　　　　　・商工中金　　　　　　　・北九州銀行
・大分信用金庫　　　　・三井住友銀行　　　　　・肥後銀行
・大分みらい信用金庫　・西日本シティ銀行　　　・愛媛銀行

指定金融機関の大分市内の本・支店へご相談ください。
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相　　談

対象者

①大分市内の企業で働く方
　創業を志す方

②創業支援ルーム入居者

詳細

支援内容

費用

窓口設置場所

開館時間

問合せ先

9：00～20：00
（毎月第2日曜日・第4日曜日、年末年始（12/28～1/3）を除く）

※相談員と相談日時については上記のQRコードよりご確認ください。

大分市産業活性化プラザ
（J:COMホルトホール大分2階）

〒870-0839　大分市金池南一丁目5番1号
TEL：097-576-8879　　FAX：097-544-3011
E-mail：sangyo-plaza@horutohall.jp

大分市内での創業や経営に関する相談を承ります

創業・経営等相談窓口

①創業、新規事業等の相談・支援
②経営面、財務面等に関する情報提供
③経営上の問題点の整理、問題解決のための手法の提案
④経営、人材、情報化、技術等の課題に関する助言

無料

大分市産業活性化プラザ
大分市金池南一丁目5番1号（J:COMホルトホール大分2階）
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セミナー
研修等

対象者 各講座のテーマに興味のある方（大分市
内にお住まいか、お勤めの方優先）

詳細

主な内容

定員

費用

問合せ先

大分市産業活性化プラザ
（J:COMホルトホール大分2階）

〒870-0839　大分市金池南一丁目5番1号
TEL：097-576-8879　　FAX：097-544-3011
E-mail：sangyo-plaza@horutohall.jp

創業や経営に役立つセミナーを開催しています

大分市産業活性化プラザセミナー

・創業に興味がある方を対象とした「実践ビジネスプラン講座」

・企業や組織のトップリーダーから学ぶ
　「未来を創るLEADERSセミナー」

・高校生が起業についてアイディアを出し深めていく
　「高校生向け起業家育成実践講座」

・後継者育成や事業承継について学ぶ
　「円滑な事業承継のための中小企業支援講座」

・DX推進の取組みとしてchatGPTの活用事例を学ぶ
　「chatGPTセミナー」　　　　　　　　　　　　　　　　　等

１講座につき30名程度　※講座によって異なります。

原則無料（講座によって費用が発生する場合があります）
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そ　の　他

対象者

①主に、会社を設立して事業を開始しよ
　うとする者または会社を設立して５年
　経過していない者
②主に、個人で事業を開始しようとする
　者または個人で事業開始後５年を経過
　していない者

詳細

内容

費用

問合せ先

大分市産業活性化プラザ
（J:COMホルトホール大分2階）

〒870-0839　大分市金池南一丁目5番1号
TEL：097-576-8879　　FAX：097-544-3011
E-mail：sangyo-plaza@horutohall.jp

創業者をハード・ソフトの両面から支援します

大分市産業活性化プラザ　創業支援ルーム

【施設内容】
　①創業支援ルームＡ1～Ａ6（約28㎡）全6室
　②創業支援ルームＢ1～Ｂ4（約14㎡）全4室
　③創業支援ルームＣ1～Ｃ3（約5㎡）  全3室
　※全部屋Wi-Fi完備。

【入居期間】
　①創業支援ルームＡとＢタイプは1年以内とし、更新可能。
　　創業支援ルームＣタイプは原則6ヶ月以内とし、
　　更新は1回まで可能。
　②原則として、通算3年を超えることができません。
　　また、入居後3年以内に事業開始後5年を経過する場合は、
　　5年目の最終日を超えて使用を許可することはできません。

【利用料金】
　①創業支援ルームＡ1～Ａ6 ：月額25,980円
　②創業支援ルームＢ1～Ｂ4 ：月額13,200円
　③創業支援ルームＣ1～Ｃ3 ：月額  4,920円
　※入居後、1年以内は上記利用料金の半額。
　　その他、専有部分の電気使用料等の負担があります。
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そ　の　他

対象者

次の要件を満たす中小企業者

①現に市内に本社又は本店を有するもの
②市税を完納していること
③指名停止措置を受けていないこと

詳細

内容

メリット

問合せ先

大分市商工労働観光部　創業経営支援課　創業支援担当班

TEL：097-585-6029       FAX：097-533-6117
E-mail：keikin@city.oita.oita.jp

中小企業が開発した新商品の販路開拓を支援します

新商品による新事業分野開拓事業者認定事業
（大分市トライアル発注事業）

新商品の生産等によって新たな事業分野の開拓を図る事業者を市が認定
し、当該事業者が生産等を行う新商品を市が随意契約により調達可能な
ものとする。

①市HPによる商品紹介
②市と随意契約による販売が可能

※注意※
　認定されたことで契約の締結が担保されるものではありません。
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そ　の　他

対象者 加工品を製造または販売するもの 詳細

対象商品

販売店舗

取引条件等

問合せ先

大分市農林水産部　農政課　農産品流通担当班

TEL：097-537-7025　　FAX：097-534-6176
E-mail：nosei3@city.oita.oita.jp

大都市圏(東京・大阪)への大分市産品の販路開拓を支援します

販路開拓トライアル事業

常温保存の加工食品かつ大都市圏での販売を目指す以下のいずれかの商
品

①大分市ブランド認証加工品
②大分市内に主たる事業所を有する「対象者」が製造した商品
③「対象者」が大分市産の農林水産物等を主原材料として
　製造（委託製造含む）した商品
※出品を希望する都または府内で未販売の商品に限る

東京：日本百貨店にほんばし總本店
　　　(東京都中央区日本橋室町3-2-1コレド室町テラス1F)
大阪：ハレルツナガルマーケット梅田
　　　(大阪市北区大深町1-1 LINKS UMEDA B1F)

※大阪のハレルツナガルマーケット梅田については、6月末までの出店
であるため、現在は募集しておりません。

仕入れ形態：消化仕入れ
販売手数料：18％
送料(返品含)：出品事業者負担　等

店舗や販売棚(大分市コーナー)のコンセプト、他商品との競合等を、販
売店舗及び大分市との双方協議のうえ、採用・採用予定・不採用を決定
します。
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そ　の　他

対象者 加工品を製造または販売する方　等 詳細

内容

費用

問合せ先

大分市農林水産部　農政課　農産品流通担当班

TEL：097-537-7025　　FAX：097-534-6176
E-mail：nosei3@city.oita.oita.jp

大分市産農林水産物等を使用した魅力ある加工品を認証します

大分市ブランド認証制度

大分市産農林水産物等を主原料とした魅力ある加工品を、大分市
ブランドとして認証し、広く情報発信することにより、消費拡大、
地域経済の活性化を図るとともに、大分市の魅力向上に繋げます。

大分市ブランド認証加工品募集予定：8月

申込方法：認証申請書等を市へ提出（審査有り）
※申請する場合は、要事前相談。詳しくは募集要領等を参照

認証料：無料
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情報発信

対象者

配信内容

費用

登録方法

問合せ先

オンライン申込み

大分市商工労働観光部　商工労政課　管理・計量担当班

TEL：097-537-5625　　FAX：097-533-9077
E-mail：syokorosei@city.oita.oita.jp

事業者に向けた情報発信を行っています

大分市商工労働メールマガジン

市内中小企業者等

※企業に限らず一般の方でも登録可能です

①事業者向けの支援制度

②講演会・セミナー等の開催情報

③その他イベント情報など

無料

こちらよりお申込みが可能です
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情報発信

対象者
大分市の農林水産物等の地域資源と
6次産業化や農商工連携に興味、関心
のある方（市内外問わず）

詳細

費用

申込方法

問合せ先
大分市農林水産部　農政課　農産品流通担当班

TEL：097-537-7025　　FAX：097-534-6176

６次産業化に関係する補助金やセミナー等の情報を提供します

大分市６次産業化NEWS

無料

オンライン申込み

こちらよりお申込みが可能です
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情報発信

対象者 大分地域（大分市、由布市）内の
事業所で働く勤労者と事業主

詳細

費用

申込方法

問合せ先
一般財団法人おおいた勤労者サービスセンター

TEL：097-548-5500　　FAX：097-548-5505

福利厚生はおまかせください!社員の豊かで充実した生活をサポートします

一般財団法人おおいた勤労者サービスセンター

1人当たり　入会金300円（初回のみ）、月会費800円

加入申込書・入会申込書による。
（事業所単位での一括申込となります。）
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